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　2009年の衆議院選挙は，1955年以来政権を維持してきた自民党から民主党へと2大政党による初
めての本格的な政権交代が実現した画期的な選挙だった。しかし，わずか3年後の2012年選挙で政
権は再び自民党へと戻った。本論では，NHKがこの間，4回行われた国政選挙ごとに配付回収法で
実施してきた全国世論調査の結果から，2度にわたる政権交代を選択した有権者の意識を考察する。

1　2009年，2012年とも，ほとんどの人が政権交代を意識して投票していた。政権交代を「強く意識
した」人は2009年の選挙では民主党に投票した人で多く，逆に2012年は自民党に投票した人で多
かった。調査結果からは，2009年の政権交代の背景には自民党政権への失望と民主党への期待が
あったこと，2012年は民主党の政権運営への不信任から政権担当能力を重視して投票した人が多かっ
たことがわかった。しかし，自民党に政権交代した後も民主党への政権交代自体については評価する
人が多数であった。

2　4回の選挙を通して意識の変化が最も大きいのは2010年参院選から2012年衆院選にかけてで，質
問領域では政権，政党に関わる態度である。とりわけ民主党と自民党への評価が大きく変わった。
しかし，4回の選挙とも，政党自体については『信頼している』が少なく，『信頼していない』が圧倒的
に多いことに変わりはなかった。

3　2009年の投票率は69.28％と，衆議院が新選挙制度になった1996年以降最も高かったが，2012
年は一転して10％も急落した。その背景には，高齢者か若者か，支持政党があるかないか，政治や
選挙に関心があるかないかが大きく関わっていた。

4　選挙区と比例代表の2票の使い方について，「選挙後の議席のバランス」を重視した人の投票の仕
方を「投票者全体」と比べた。民主党政権下の2010年は差がなかったが，自民党優位が伝えられた
2012年と2013年では「バランス重視」の有権者は，「投票者全体」より民主党に多く投票する傾向が
見られた。なお，2票を使い分ける，つまり違う政党に投票した人は，支持している政党数「2党以上」
が過半数だった。

5　2013年参院選から解禁されたインターネットによる選挙運動について，全国世論調査とは別にイン
ターネット調査を実施したところ，投票にあたってネット選挙運動を『参考にした』人は少なかった。ま
たネット選挙運動によって得られる情報についての評価を尋ねたところ，質問した11項目すべてで，

「利用したことがない」という人が半数を占めたが，「選挙に関心が持てる」「投票する候補者や政党を
決めるのに役立つ」については，肯定的意見の方が否定的意見よりやや多くなっていた。
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はじめに

戦後，総選挙による政権交代は1947年の吉
田内閣から片山内閣，1993年の宮沢内閣から
細川内閣，2009年の麻生内閣から鳩山内閣，
2012年の野田内閣から安倍内閣の4回である。
このうち，片山内閣と細川内閣は1年足らずの
期間であったが，2009年に誕生した民主党政
権は3年3カ月の長さとなった。

本 稿では，2009年の第45回衆院選から
2013年の第23回参院選の選挙後に実施した4
回にわたる政治意識調査（表１）から，2009年
と2012年の政権交代は有権者のどのような意
識に支えられたのか，また有権者にどのような
政治意識の変化をもたらしたのかを考察した
い。

まず第Ⅰ章では，議席数から４回の国政選
挙の特徴をみる。

第Ⅱ章では，それぞれの選挙ごとに背景と
なった有権者の意識を概観する。

第Ⅲ章では，政権交代による意識の変化を
有権者の投票行動，政党支持や政治意識との
関連から探る。

また，2013年の参院選で解禁されたネット
選挙運動については，インターネット調査１）も
含めて分析する。

4回の調査ごとの分析と調査結果について
は，「放送研究と調査」2）に，それぞれ掲載し
ている。

Ⅰ 投票結果からみた
選挙の特徴

2009年衆院選は自民・公明両党が政権を
維持するのか，民主党を中心とする野党勢力
が政権交代を実現するのかが最大の争点と
なった。当初，麻生総理大臣が「選挙の顔」と
して期待されたが，内閣支持率が低迷し，結
果は民主党が大勝した。獲得した議席数は1
つの政党としては戦後最多となる308に上っ
た。自民党は119議席，公明党は21議席と大

表１　調査の概要

2009年（衆） 2010年（参） 2012年（衆） 2013年（参）

調査目的
国政選挙後に，選挙の際の投票行動・政治意識・生活意識・社会意識などを尋ね，

選挙結果の背景や有権者の政治観を探る

調査時期
2009年11月28日（土）

～12月6日（日）
2010年9月11日（土）

～9月20日（月）
2013年2月21日（木）

～3月3日（日）
2013年9月7日（土）

～9月16日（月）

調査方法 配付回収法

調査対象 全国20歳以上の国民 全国の有権者

調査相手
住民基本台帳から層化無作為２段抽出

3,600人（12人×300地点）※

選挙人名簿から
層化無作為２段抽出

3,600人
（12人×300地点）

調査有効数（率） 2,658人（73.8％） 2,675人（74.3％） 2,696人（74.9％） 2,627人（73.0％）

※2012年（衆）は，外国人も住民基本台帳に記載されているため，外国人と思われる人は除いた。
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敗し，政権交代が実現した。選挙後，民主党
の鳩山代表が総理大臣に選出され，民主・社
民・国民新党による非自民の連立政権が発足
した（表2，図1）。

翌2010年7月，民主党への政権交代後初の
全国規模の選挙となる参院選があった。この
間，沖縄の米軍普天間基地を県外へ移設する
と主張しながら，結局断念するなど迷走した鳩
山総理が辞任し，6月に菅総理が就任した。そ
れから1カ月余りの選挙で，当初は民主党に勢
いがあった。しかし，菅総理が就任直後に消
費税の増税を主張したことなどもあり，選挙は
民主党に厳しい結果となった。自民党が51議
席を獲得する一方で，民主党は大幅減の44議
席にとどまる敗北を喫し，与党は非改選議席を
含め過半数を大きく割り込んで「ねじれ国会」
となった。また参院選に初めて臨んだみんなの
党も10議席を獲得した。

2012年衆院選は，前回の選挙で政権交代
を果たした民主党が，3年あまりの政権運営に
ついて有権者の審判を受けた。2011年に東日
本大震災が起きた後，初の国政選挙で，民主
党は「民主党の政治を前に進めるのか，時計
の針を戻して自民党の古い政治に戻るかが問

われている戦いだ」と，政権の維持を目標に掲
げたのに対し，自民党と公明党は，「民主党の
めちゃくちゃなマニフェスト（政権公約）で失わ
れた，国民の政治への信頼を取り戻すことが
できるかが問われている選挙だ」4）と3年ぶり
の政権奪還に意欲を示した。

参院選後の2年間で，民主党は小沢元代表
ら50人が離党するなど弱体化し，2大政党に
対抗する「第3極」を模索する動きも目立った。
政党の数は，小選挙区比例代表並立制が導入
された1996年以降の衆院選で最も多くなり，
大阪市の橋下市長が立ち上げた日本維新の会
に，石原元東京都知事の太陽の党が合流する
など，ぎりぎりまで離合集散5）を繰り返した。
選挙では，景気後退に直面した日本経済の立
て直し，消費税を柱とする社会保障との税の
一体改革，原発・エネルギー政策，外交・安
全保障など，日本の将来を左右する課題が争
点となった。結果は自民党と公明党が合わせ
て325議席を獲得し，3年3カ月で振り出しに
戻って，2度目の安倍政権が発足した。

2013年参院選は，安倍内閣の発足後，初
めての全国規模の国政選挙となり，半年あまり
の政権運営の評価が争点となった。とりわけ，
デフレ脱却を掲げて進めてきた経済政策・アベ
ノミクスについて，有権者がどのような評価を
示すのかが注目された。憲法改正も焦点のひと
つで，安倍総理は憲法改正を発議しやすくする
ための憲法96条改正に意欲を示していたが，
各マスコミの世論調査などで高い支持が得られ
そうにないとみると，主張を後退させた。

また，公職選挙法が改正され，この選挙か
らネット選挙運動が解禁された。解禁によって，
選挙や政治のあり方に変化がもたらされるの

図１　直近4回の国政選挙の議席占有率
　　　（数字は獲得議席数）
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表２　主な出来事

年 月 主な出来事 政権

2008 8 世界金融危機（リーマンショック）
自民・公明連立

2009 7 鳩山代表， 米軍普天間基地移設「最低でも県外」と沖縄で表明

9 衆院選（8.30）　民主党大勝し政権交代， 民主党政権誕生 民主・社民・
国民新党連立鳩山内閣発足

八ッ場ダム・川辺川ダム建設中止を表明
2020年までにCO2排出量を25％削減する中期目標を表明

10 米国防長官， 日米合意に基づく普天間基地建設計画の早期履行を要求
行政刷新会議， 事業仕分け

2010 3 高校無償化， 子ども手当法案が成立

5 政府， 普天間基地の名護市辺野古への移設を明記した方針を閣議決定

6 菅内閣発足
菅総理　消費税増税の方針を発言

7 参院選　民主党敗北， 自民党が改選第1党に

9 沖縄県の尖閣諸島周辺で中国漁船衝突事件

11 普天間基地移設「県外」に転じた仲井眞氏が沖縄県知事再選

2011 3 東日本大震災・福島第一原発事故
円高進む

8 民・自・公が子ども手当見直し合意
高校授業料実質無償化， 農業者戸別所得補償制度見直しへ

9 野田内閣発足

12 政府， 方針変更して八ッ場ダムの建設継続を正式決定

2012 1 社会保障と税の一体改革の閣議決定， 消費税率を2014年4月に8％， 2015年10月に10％

4 石原都知事， 尖閣諸島を東京都が購入する方向で交渉中と表明

7 民主党の小沢氏ら50名離党， 新党名「国民の生活が第一」
尖閣諸島， 国が購入する方向で交渉判明

9 日本維新の会が発足

11 日本維新の会と太陽の党が合流

12 衆院選　自民・公明両党が325議席獲得し， 政権交代 自民・公明連立

第2次安倍内閣発足

2013 1 日銀が政府と共同声明， 2％の物価上昇率を目標

安倍総理所信表明演説， 「アベノミクスで経済の再生を目指す」

3 安倍総理， TPP交渉参加を正式表明

4 インターネット選挙運動を参院選から解禁する改正公職選挙法成立

5 日本維新の会， 橋本共同代表， 「従軍慰安婦の制度は必要だった」

　　　　　　　　              「アメリカ軍幹部に風俗業活用進言」と発言

6 東京都議選， 自公全員当選で大勝

7 参院選　自民・公明　両党で76議席獲得し「ねじれ」解消

民主・国民新党
連立
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か，また，若者を中心とした投票率の上昇につ
ながるのかなども注目された。選挙は，アベノ
ミクスへの期待から株価が上昇に転じ，不況の
大きな要因とされた円高から円安基調となった
ころに実施されたこともあり，自民党65議席，
民主党17議席と自民党が大勝して，衆参の「ね
じれ」は6年ぶりに解消された。

Ⅱ 政権交代を支えた
政治意識

NHKでは，2009年から2013年に実施され
た4回の国政選挙について概ね2カ月後に世論
調査を行った。その結果を元にそれぞれの時
点での国民の政治意識を振り返り，2度の政
権交代が起きたのはなぜだったのか，投票率
の変動の要因は何なのかを探る。

Ⅱ−１ 2009年衆院選−民主党政権誕生

5年余りの長期にわたった小泉政権を引き継
いだ第1次安倍政権以降，自民党政権は毎年
総理大臣が交代するなど長続きせず，変化を
求める有権者は2009年に民主党政権を誕生
させた。調査では，投票にあたって政権交代
を意識したかどうか聞いた。2009年衆院選に
ついては，小選挙区・比例代表ともに民主党に
投票した人の半数以上が，政権交代を「強く
意識」していた（図2）。

この調査では「ふだん」と「いま」の政党支持
率について尋ねている。2009年の選挙では民
主党に投票した人のうち，ふだん民主党を支持
している人は57％と半数強で，ふだんは民主

党以外の政党を支持する人や支持政党を持た
ない人も民主党に投票していた（図3）。

また，「ふだん」では29％の民主党の支持率
が「いま」では41％に上り，「いま」の自民党
19％を大きく引き離していた（図4）。

図２　政権交代意識（2009年，投票者全体，選挙区，
　　　比例での投票政党別）
投票者全体
（2,301人）

自民党
（736人）

民主党
（1,212人）

自民党
（652人）

民主党
（1,124人）

40 44％ 11 14

26 51 16 07

53 40 6 01

23 54 16 07

54 40 5 01

■ 強く意識した　■ ある程度意識した　■ あまり意識しなかった
■ まったく意識しなかった　■ 無回答

＜小選挙区＞

＜比例代表＞

図３　ふだんの支持政党（2009年，民主党投票者）

民主党投票者
（1,124人） 9 57％ 31 02

■ 自民党　■ 民主党　■ 公明党　■ みんなの党
■ その他の党　■ 支持なし　■ 無回答

1 1

図４　「ふだん」と「いま」の支持政党（2009年）

「ふだん」の支持政党

全体
（2,658人）

「いま」の支持政党

全体
（2,658人）

■ 自民党　■ 民主党　■ 公明党　■ みんなの党　
■ 共産党　■ 社民党　■ 支持なし　■ 無回答，他
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さらに，「いま」民主党を支持しているのは，
「ふだん」から民主党支持であった人の95％，
「ふだん」自民党支持者の17％，「ふだん」支持
なしの21％であり，広く支持を集めていたこと
がわかる（図5）。

これらの人たちは，どのような意識で民主党
を支持していたのか，ふだんから民主党を支持
している「民主固定」，自民党から民主党支持
に変わった人「自→民」，支持なしから民主党
支持へ変わった人「なし→民」に分けて，特徴
的な政治意識をみたのが表３である。全体と比
較して統計的に有意に高い場合に濃い網かけ，
低い場合に淡い網かけで示している。

まず，「いま」の民主党支持者の特徴としては，
民主党のマニフェストを『評価する』人が89％
を占めた。また，民主党について「国民の立場
に立った政策を掲げている」「既得権益にとら
われない政治判断ができる」と評価している人
や民主党の内閣を『信頼している』が多数となっ
ていた。

民主党支持者の多くを占める「民主固定」で
は，民主党支持者と意識はほぼ同じであるが，
民主党のマニフェストの実現の可能性について

「実現できる」が70％と高く，民主党への支持
の強さ（政党支持強度）では「強く支持する」が

31％と多かった。
一方で，民主党支持に変わった人（「自→民」

「なし→民」）は共通して，市民意識に関する質
問で「自分の生活とのかかわりの範囲で自分な
りに考え，身近なところから世の中をよくするよ
うに心がけている」という意識が高く，政治関
連番組を見る理由で「社会で何が問題になって
いるかわかるから」という人が多かった。さら
に，民主党への支持の強さ（政党支持強度）を
みると，｢強く支持する｣は少なく，「一応支持
する」が8割を超えて多数であった。

2009年衆院選は，大幅な「いま」の支持に
支えられて民主党が政権を得たが，その支持
は強いものではなかったといえるだろう。した
がって，もし民主党政権がこうした人びとを満
足させる業績をあげることができなければ，簡
単に民主党離れを起こす可能性があることを調
査結果は示していた。

また，「自→民」の人は政治情報としてテレビ，
新聞を「よく利用」していて，政治関連番組を
見る理由として「どの政策がよいのか判断する
のに役立つから」をあげる人も多かった。

Ⅱ−２ 2010年参院選
　　 −政権交代1年の評価

2010年の参院選は民主党政権下で実施され
た初の国政選挙だった。前年に誕生した鳩山
内閣は，CO2排出量を25％削減，高速道路を
無料化，子ども手当の支給，最低保障年金7
万円，脱ダム宣言，コンクリートから人へなど，
これまでの政治を大きく変える内容を公約（マ
ニフェスト）として掲げた。鳩山総理は米軍普
天間基地の移設について，当初，「最低でも県

図５　「いま」の支持政党（2009年，「ふだん」の支持政党別）

「ふだん」民主党
（767人）

「ふだん」自民党
（694人）

「ふだん」支持なし
（905人）

■ 自民党　■ 民主党　■ 支持なし　■ 無回答，他

1 95％ 3 1

68 17 13 2

2 21 75 2
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表３　政治意識（2009年，支持政党パターン別）

分母＝縦

全体
民主党
支持

支持政党パターン
民主
固定

自→民
なし→
民

2,658 1,079 730 119 190 人

市民意識 社会のために必要なことを考え，みんなと力を合わせ，世
の中をよくするように心がけている

6 5 4 8 3 ％

自分の生活とのかかわりの範囲で自分なりに考え，身近
なところから世の中をよくするように心がけている

36 40 38 45 44

決められたことには従い，世間に迷惑をかけないように
心がけている

45 46 48 40 42

自分や家族の生活を充実させることを第一に考え，世
間のことにはかかわらないよう心がけている

5 4 4 1 4

どれともいえない 8 6 5 7 7
政治への関心－国の政治 非常に関心がある 36 43 42 46 40

民意は反映されているか・まとめ
反映されている 21 31 34 23 22
反映されていない 79 69 66 77 78

政治への満足感・まとめ
満足している 17 24 27 17 15
不満だ 83 76 72 82 85

政治の変化期待

大きく変わってほしい 32 33 33 24 38
ある程度変わってほしい 62 60 58 72 61
あまり変わってほしくない 5 6 7 3 1
まったく変わってほしくない 1 1 1 0 0

政権交代意識 強く意識した 35 53 53 45 53

政権交代の評価・まとめ
良くなった 33 59 61 45 58
変わらない 54 39 36 52 42
悪くなった 12 2 2 3 1

民主党のマニフェスト評価・まとめ
評価する 62 89 90 85 86
評価しない 37 11 9 14 14

マニフェスト実現の可能性・まとめ
実現できる 43 66 70 57 56
実現できない 57 34 30 43 44

政党個別評価（民主党）（複数回答）
国民の立場に立った政策 42 68 69 64 66
既得権益にとらわれない 24 38 39 40 34

内閣への信頼度・まとめ
信頼している 51 82 85 76 76
信頼していない 48 18 15 24 24

政党支持強度（民主党）

強く支持する 11 25 31 5 8
一応支持する 45 70 66 85 82
どちらともいえない 26 5 3 8 9
あまり支持しない 13 0 0 1 1
絶対に支持しない 6 0 0 1 0

政治情報への接触頻度（テレビ） よく利用する 63 70 69 75 65
政治情報への接触頻度（新聞） よく利用する 46 53 51 60 51
政治情報への接触頻度（インターネット） よく利用する 14 14 12 16 15
政治話題の頻度 よくある 15 17 18 14 13

政治関連番組を見る理由（複数回答）
社会で何が問題 65 73 71 73 77
どの政策がよいのか 44 53 53 61 46
世間で何が話題 51 54 54 52 53

有意差検定（信頼度 95％）： ■ 全体より高い　■ 全体より低い
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外」と発言し沖縄県民に期待を抱かせたが，移
設先は見つからず，翌年の5月には一転して「沖
縄県名護市辺野古へ移設する従来の方針を踏
襲する」と発言するなど迷走した。その責任を
とり，鳩山総理は参院選前に退陣したが，後
任の菅総理は突然消費税率アップを主張する
など，自ら厳しい選挙戦を招いた。

2009年衆院選で大勝した民主党は2010年
の参院選では敗北した。ここでは，民主党が
大きく支持を減らした背景を選挙への投票姿
勢との関連から探る。

有権者の投票姿勢別に2009年衆院選と
2010年参院選での投票行動を比べたのが表4
である。

まず，「どんな選挙でも必ず投票に行く」人に
ついてみると，2009年は民主党に投票した人
が最も多く46％，次いで自民党が30％で，「棄
権など」は1％と少なかった。2010年は自民党，

「棄権など」は2009年と変わらないが，民主党
が38％に減り，みんなの党が3％から11％へ
増やした。

もうひとつの特徴は，「だいたい投票に行く
ようにしている」，あるいは「特に必要があると
思ったときだけ投票に行く」人で，2010年の選
挙で自民党に投票した人は2009年と変わらな
いが，民主党に投票した人が減少し，「棄権な
ど」が大幅に増えていた。「だいたい投票に行く
ようにしている」では，みんなの党も増加して
いた。

このように，民主党は投票姿勢が消極的な
人で得票をより大きく減らした。しかし，自民
党は投票姿勢による得票の変化はほとんどな
かった。消極的な姿勢で投票した人の票は

表４　比例代表選挙の投票政党
　　　（2009年，2010年，全体，投票姿勢別）

2009年 投票姿勢

全
　
体

　
必
ず
投
票
に
行
く

ど
ん
な
選
挙
で
も

　
行
く
よ
う
に
し
て
い
る

だ
い
た
い
投
票
に

　
と
き
だ
け
投
票
に
行
く

特
に
必
要
が
あ
る
と
思
っ
た

投
票
に
は
行
か
な
い

合計 2,658 1,253 994 299 102 人

自民党 25 30 24 11 2 ％

民主党 42 46 48 23 1

公明党 7 8 7 3 1

みんなの党 3 3 4 2 0

その他に投票 9 11 8 7 0

棄権など 14 1 9 53 96

無回答 1 1 1 1 0

2010年

合計 2,675 1,288 932 300 140 人

自民党 22 28 22 7 1 ％

民主党 30 38 29 12 2

公明党 7 9 7 3 0

みんなの党 9 11 10 2 1

その他に投票 9 12 8 5 1

棄権など 21 1 22 69 94

無回答 1 2 1 1 0

図６　比例代表での投票政党
　　　（2009年，2010年，「ふだん」の支持政党別）

「ふだん」民主党支持の人

2010年（参）
（747人）

「ふだん」支持なしの人

2010年（参）
（836人）

2009年（衆）
（767人）

2009年（衆）
（905人）

■ 自民党　■ 民主党　■ 公明党　■ みんなの党
■ その他に投票　■ 棄権など　■ 無回答

83％4 05 5
21

73 7 04 12
12

3813 111 30
33

19 9 111 4 12 42
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2010年の参院選では自民党へ行ったわけでは
なく，「棄権」，もしくは「みんなの党」が獲得
していたのである。

ふだんの民主党支持者の投票政党と支持な
しの有権者の投票政党を2009年の衆院選と
この選挙で比べた（図6）。ふだんの民主党支
持者でみると，比例代表で民主党が減り「棄
権など」が増えていた。一方，支持なし層では
民主党に投票したという人が半分に減っている
のがわかる。

民主党が負けた選挙ではあったが，政権が
民主党に交代したこと自体については『よかっ
た（「どちらかといえば」を含む）』が66％と評
価する人が多い（図7）。

しかし，政治が良くなったかどうかを尋ねる
と，半数以上が「変わらない」と答えている。1
年前の2009年には『良くなった（「どちらかとい
えば」を含む）』という人が33％いたが，2010
年は22％にとどまった。政権交代１年の評価
は厳しいものとなっていた（図8）。

このように2010年参院選は，有権者の民主

党政権への評価が徐々に厳しくなる中での選
挙だった。

Ⅱ−３ 2012年衆院選−再び政権交代

この選挙で自民党は大勝し再び政権に就く
こととなったが，投票率は衆議院選挙としてそ
れまでで最低となった。

民主党は政権を3年間担ってきたが，普天
間基地の移設問題で沖縄県民の信頼を失った
だけでなく，日米関係に悪影響を及ぼした。ま
た尖閣諸島の国有地化をめぐり日中関係が悪
化するなど外交で失敗が続いた。さらに新政
権1年目の参院選で大敗しねじれ国会となった
ことで国会運営もうまくいかず，子ども手当，
脱ダムの断念など政策遂行能力が問題となっ
た。調査で民主党に対してあてはまるものを複
数回答で尋ねたところ，「政策を公約どおりに
実行できる」や「政権を安心して任せられる」は
１％と低かった（p.149 図22参照）。

一方，自民党に投票した人の56％が「政権
担当能力」を重視して投票し，他の項目と比べ
ても圧倒的に多かった（図9）。国民は，民主党
政権の3年を経て，この選挙では政権担当能
力を重視して自民党に投票したことがわかる。

政権交代は国民の間でどのように意識されて
いたのであろうか。

まず，政権交代をどのくらい意識していたか，
投票した政党ごとの違いをみた（図10）。

2009年は民主党に投票した人で政権交代を
「強く意識した」人が多いが，2012年は逆転し
て，自民党に投票した人で「強く意識した」人
が多く，しかも「強く意識した」人は2009年の
民主党とほぼ同じ割合となっている。全体でみ

図７　政権交代自体の評価（2010年）

2010年（参）
（2,675人） 47％19 126 8

■ 良かった　■ どちらかといえば良かった
■ どちらかといえば悪かった　■ 悪かった　■ 無回答

図８　民主党政治評価（2009年，2010年）

2009年（衆）
（2,658人）

2010年（参）
（2,675人）

294 1354％ 9

202 1558 15

■ 良くなった　■ どちらかといえば良くなった　■ 変わらない
■ どちらかといえば悪くなった　■ 悪くなった　■ 無回答
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た場合，「強く意識した」は2009年，2010年と
も40％程度と変わらない。では，何が2つの
政権交代を実現させたのか，「強く意識した」人
で比較してみる。

表5には，政権交代を「強く意識して投票し
た」人について，2009年と2012年で回答の変

化が大きかったものを掲載した。
まず，男女年層別にみると，2009年は女性

20代・30代で多いが，2012年は男女とも60
歳以上で多い。

政治問題の関心では2009年に「地球温暖化
の防止」が多いのに対し，2012年は「外交・防
衛問題」「憲法の改正問題」が多い。

政権公約については，2009年は「実現にこ
だわる必要はない」が多数で，2012年は「実現
にこだわる必要はない」がまだ多いものの，「そ
の通りに実行するべきだ」が大きく増えている。
政治の変化期待については，2009年の方が「大
きく変わってほしい」が多い。

すなわち，2009年の政権交代の直後には，
日本の政治や経済，社会のあり方を大きく変え
てくれるのであれば政権公約の「実現にこだわ
る必要がない」と考えていた有権者が圧倒的に
多かったといえる。しかし，公約は一向に実現
しなかったため国民の間で失望が広がり，政
権への信頼感が低下した。そのいらだちから，

「実現にこだわる必要はない」が減少し，「その
通りに実行するべきだ」が増加したのであろう。
政権公約で実現できないようなことばかりを並
べるべきでないと考えた有権者が多かったので
はないだろうか。

このような政治への失望から，2012年の投
票率は大きく下がった。表5の投票姿勢をみる
と2012年は「どんな選挙でも必ず投票に行く」
人が多く，こうした人以外はあまり選挙に行か
なかったため低投票率となったと考えられる。

支持政党では，2009年は「ふだん」「いま」
とも「民主党」が多い。逆に，2012年は「自民
党」が多い。

また，政党の個別評価で，自民党は2009年

図９　衆院選で重視した点
　　　（2012年，複数回答，投票者全体，比例で自民党投票者）

投票者全体
（2,082人）

自民党
（789人）

44％
41

24
18

16
10

8

39
56

21
20

17
9

5

■ 候補者や政党の政策 ■ 政権担当能力
■ 候補者や政党の印象 ■ 地元とのつながり
■ 民主党中心の政権の業績 ■ 家族や知人の意見
■ 選挙後の議席のバランス

図10　政権交代意識
　　　（2009年，2012年，投票者全体，比例投票政党別）

■ 強く意識した　■ ある程度意識した
■ あまり意識しなかった　■ まったく意識しなかった
■ 無回答

投票者全体（2,301人）

自民党（652人）

民主党（1,124人）

＜2009年（衆）＞

投票者全体（2,082人）

自民党（789人）

民主党（304人）

＜2012年（衆）＞

40 44％ 11 4 1

23 54 16 7 0

54 40 5 10

42 43 12 2 1

53 39 7 10

25 56 16 3 0
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表５　政権交代「強く意識した」人の意識（2009年，2012年）

強く意識した
2009年 2012年
924 874 人

性別
男性 54 58 ％

女性 46 42

性×年層

男２０代・３０代 10 9
男４０代・５０代 21 20
男６０歳以上 22 29
女２０代・３０代 11 6
女４０代・５０代 19 16
女６０歳以上 16 20

政治問題へ
の関心「 非
常にある」

外交・防衛問題 28 45
憲法の改正問題 21 32
地球温暖化の防止 37 31

政権公約に
ついて

その通りに実行するべきだ 21 44
実現にこだわる必要はない 79 55

政治の変化
期待

大きく変わってほしい 41 31

政党への
期待

（複数回答）

長期的な視野に立った政策
がある

61 57

弱い者の立場に立ってくれる 54 38

投票姿勢

どんな選挙でも必ず投票に
行く

61 69

だいたい投票に行くようにし
ている

33 27

特に必要があると思ったとき
だけ投票に行く

6 3

投票には行かない 0 0
政治話題の
頻度

よくある 24 20

ふだんの支
持政党

自民党 20 53
民主党 44 7
日本維新の会 ― 7
特に支持している政党はない 26 18

いまの支持
政党

自民党 12 59
民主党 62 3
日本維新の会 ― 9
特に支持している政党はない 17 15

■ 2009 年と 2012 年を比べ統計的に有意に高い
（信頼度 95％，互いに独立な％の差の検定）

強く意識した
2009年 2012年
924 874 人

政党個別評
価（自民党）

（複数回答）

人材が豊かである 12 52 ％

党首にリーダーシップがある 2 47
長期的な視野に立った政策
を掲げている

7 27

国民の立場に立った政策を
掲げている

3 14

政策を公約どおりに実現できる 2 10
政治倫理の面で信頼できる 3 14
危機に適切に対応できる 7 28
外国と信頼関係を築いてい
ける

15 47

政権を安心して任せられる 3 20
この中にあてはまるものはない 68 16

政党個別評
価（民主党）

（複数回答）

人材が豊かである 25 3
党首にリーダーシップがある 12 1
長期的な視野に立った政策
を掲げている

19 3

国民の立場に立った政策を
掲げている

58 11

政策を公約どおりに実現できる 6 1
政治倫理の面で信頼できる 15 4
危機に適切に対応できる 4 0
外国と信頼関係を築いてい
ける

6 1

既得権益にとらわれない政
治判断ができる

39 8

政権を安心して任せられる 5 1
この中にあてはまるものはない 21 77

政党支持強
度－自民党

強く支持する 5 26
一応支持する 16 53
どちらともいえない 25 12
あまり支持しない 35 6
絶対に支持しない 19 3

政党支持強
度－民主党

強く支持する 23 1
一応支持する 53 10
どちらともいえない 11 21
あまり支持しない 8 35
絶対に支持しない 5 31

民主党中心
政権での政
治評価

良くなった 10 3
どちらかといえば良くなった 44 10
変わらない 35 22
どちらかといえば悪くなった 6 31
悪くなった 3 33
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に「この中にあてはまるものはない」が68％と
多数であったが，2012年は「人材が豊かである」

「党首にリーダーシップがある」「長期的な視野に
たった政策を掲げている」「危機に適切に対応
できる」「外国と信頼関係を築いていける」など，
ほとんどの面で評価が増加している。逆に民
主党は，2009年の評価が2012年には激減し，

「この中にあてはまるものはない」が77％と多数
を占めている。

また，政党への支持をみると，自民党は
2009年に『支持しない（「あまり」「絶対」）』が
54％と多かったが，2012年は『支持する（「強く」

「一応」）』が79％へ増加した。これに対し，民
主党は『支持しない』が66％へと増加している。
民主党中心の政権の政治に対する評価につい
ては，2009年は『良くなった（「どちらかといえ
ば」を含む）』が54％と過半数に達していたが，
2012年は『悪くなった（「どちらかといえば」を
含む）』が64％と対照的な評価となっていた。

このように，2009年は，自民党政権への失
望と民主党への期待から，若い女性などが中
心となって政権交代が起こり，2012年は民主
党政権への失望から民主党と自民党への評価
が様変わりして政権交代が起こった。中心と
なったのは高齢層だった。

こうして，2大政党時代になったと思われた
政治状況は一転して自民党の一強状態となっ
た。ただ，自民党は2009年の民主党のような
勢いがあって，2012年の総選挙に勝ったので
はない。既に述べたように，民主党政権への
失望が大きな要因であったし，次に述べるよう
な状況も自民党を利することになった。

それは，2012年衆院選の投票率がそれまで
で最低の59.32％となったことである。表6に示

したように，選挙に行かなかった人にその理由
を聞いたところ，「投票したい候補者や政党が
なかった」「どの候補者や政党に投票してよい
か分からなかった」「今回の選挙に興味が持て
なかった」という人が合わせて４割近くいた。
民主党から離党した小沢氏が「国民の生活が
第一」を立ち上げるなど届出政党が史上最多と
なったり，選挙直前に日本維新の会に太陽の
党が合流するなど政党の離合集散が繰り返さ
れたりして，わかりにくい選挙となったことも低
投票率を招いたのであろう。低投票率になった
ので，固い組織票を持つ自民党と公明党には
有利な選挙になったのである。

民主党の政権運営への不信任から，政権担
当能力を重視して再度自民党に政権を渡したの
がこの選挙であった。ただ，民主党への政権
交代自体は全体の6割が評価し，自民党支持
層でもほぼ半数がよかったと評価している。

Ⅱ−４ 2013年参院選−ねじれ解消

続く2013年の参議院選挙では自民党が大

表６　投票に行かなかった理由　（選挙に行かなかった人）
614人

投票に行く時間がなかったから 24％

投票したい候補者や政党がなかったから 20

どの候補者や政党に投票してよいか分からなか
ったから

11

政治に失望したから 9

政治には関心がないから 9

自分一人が投票しなくても大勢には影響しない
と思ったから

7

今回の選挙に興味が持てなかったから 6

投票に行くのが面倒だったから 4

選挙権がなかったから 0

その他 8

無回答 1
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勝し，非改選を含めて与党
が過半数を確保した。この
結果，参議院で野党の勢力
が与党を上回るという衆参
のねじれが3年ぶりに解消
された。

比例代表で投票した政党
別にみると，この選挙で自
民党に投票した人がいちば
ん重 視していた課 題は景
気・雇用対策で，6割以上
があげていた（図11）。また，
参院選で自民党が公約とし
てあげていた争点（経済政
策，原子力政策，憲法改正）のうち，憲法改
正は22％と低い。アベノミクスと呼ばれる安倍
政権の経済政策については，比例で自民党に
投票した人の86％が『評価する』と答えるなど，
有権者から高い評価を得ており，経済政策が
自民党の勝因であった。

自民党はこの選挙で「ねじれ解消」を打ち出
していたが，投票者全体でみると，投票にあ
たって『意識した』より『意識しなかった』方が
多く，投票にあたって「ねじれ解消」はあまり
意識されていなかった（図12）。しかし，政権
与党である自民党と公明党に投票した人では，
ねじれ解消を『意識した』は過半数となってい
る。

2013年参院選は安倍政権が「経済政策」を
旗印に支持を集め，「ねじれ」解消を果たした
選挙であったといえる。

Ⅲ 政権交代で変わった
政治意識

ここまで，4回の国政選挙の特徴をみてきた。
ここからは，いつ，どの領域で意識の変化が
大きかったのか，特徴を把握し，次に政権交
代との関係を検討する。

図11　投票で重視した課題
　　　（2013年，複数回答，投票者全体，比例で自民党投票者）

投票者全体
（1,857人）

自民党
（762人）

56％

41
36

34
25

22
19

16
10

53

55

35
36

32
30

18
14
16

8

61

■ 社会保障，年金問題
■ 景気・雇用対策
■ 原子力発電などの
　 エネルギー政策
■ 震災復興
■ 消費税の増税
■ 外交・安全保障政策
■ 憲法改正
■ 子育て支援
■ TPP交渉参加
■ 教育改革

図12　ねじれ解消意識の程度
　　　（2013年，投票者全体，比例投票政党別）

投票者全体
（1,857人）

自民党
（762人）

民主党
（234人）

日本維新の会
（190人）

公明党
（202人）
みんなの党
（136人）

共産党
（148人）

15 29％ 29 26 1

21 36 29 13 0

9 22 29 40 0

7 27 32 34 0

27 28 29 16 0

7 25 32 35 0

8 24 27 41 0

■ 強く意識した　■ ある程度意識した  
■ あまり意識しなかった　■ まったく意識しなかった　■ 無回答
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Ⅲ−１ 変化が大きい意識

（1）意識の変化量
4回の調査で共通の質問数は58，選択肢は

249ある。意識変化の大きさを把握するために，
選 択 肢ごとに2009年と2010年，2010年と
2012年といったように，隣り合う調査結果に
ついて回答のパーセンテージの差を求めた。表
7には，それぞれの質問領域に属する選択肢
について，差の平均を絶対値で示している。
また，4回の調査の最大値と最小値の差の絶
対値（変化値）についても計算した。

全体の変化量についてみると，最も大きいの
は民主党から自民党への政権交代が起きた
2010年参院選から2012年衆院選にかけての
3.4％だった。2010年参院選から2012年衆院
選にかけての変化の項目をみると，「政権・政
党観」の変化量が5.7％と飛びぬけて大きい。

民主党政権発足1年となる2009年から2010
年も変化は大きかった。民主党政権への評価
は期待から失望へと一変した。一方，自民党
政権の2012年から2013年は変化が1.3％と少
ない。衆参のねじれが解消して，安定した政
権になったことを示しているといえよう。このよ

うに，政権交代後の意識変化は民主党政権と
自民党政権で違いがある。

質問領域全体でみると，「最大―最小」でみ
た変化量が最も大きいのは「政権・政党観」で，
次いで ｢投票行動｣となり，その他の領域と開
きがある。2回の政権交代によって，政権，政
党に対する意識が大きく変化していたことがわ
かる。

（2）変化が大きかった意識
次に，具体的な選択肢で変化の特徴をみて

おこう。
表8には，最大と最小の差でみた変化の値

が大きい選択肢の上位25項目を，「変化値」の
大きい順に並べている。変化が最も大きいのが
政党支持強度の民主党で，『支持する（「一応」
を含む）』が2009年の55％から2013年は12％
にまで落ち，43％も支持を失っている。次いで，
民主党についての「政党個別評価」の「この中
にあてはまるものはない」が2009年から2013
年にかけて倍以上の74％に増加している。次
いで「選挙区の投票政党」「いまの支持政党」

「比例代表の投票政党」と続くが，変化が大き
いのはいずれも選択肢が「民主党」という項目
である。民主党は，2009年を頂点に選挙ごと

に議席を減らしてきたが，その背景
にはこうした民主党への支持や評
価の大幅な低下があった。また，
この表に含まれた25項目の質問領
域中で17項目が「政権・政党観」
に集中し，とりわけ民主党と自民
党への評価が大きく変わったことが
わかる。民主党は2009年衆院選
では圧倒的に有権者から支持され

表７　変化量（全体，質問領域別，平均値％）

質問領域 選択肢数
2009年～
2010年

2010年～
2012年

2012年～
2013年

最大―
最小

全体 249 2.3 3.4 1.3 5.8

政権・政党観 87 2.9 5.7 1.6 8.4

投票行動 21 3.2 3.3 1.7 7.2

政治意識 72 2.2 2.6 1.1 4.4

政治的関心 27 1.9 1.8 1.3 4.1

生活・社会意識 42 1.4 1.1 1.0 3.0
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表８　大きく変わった意識	 （％）

質問 選択肢 2009年衆 2010年参 2012年衆 2013年参 変化値 領域

政党支持強度・まとめ
（民主党）

１．支持する（1+2） 55 43 14 12 43 政権・政党観

政党個別評価（民主党）
11．この中にあてはまるも
のはない

35 47 69 74 40 政権・政党観

選挙区の投票政党 ２．民主党の候補者 46 33 14 9 37 投票行動

いまの支持政党 ２．民主党 41 31 6 6 35 政権・政党観

比例代表の投票政党 ２．民主党 42 30 11 9 33 投票行動

政党個別評価（自民党）
11．この中にあてはまるも
のはない

60 53 28 32 33 政権・政党観

政党支持強度・まとめ
（民主党）

３．支持しない（4+5） 18 24 45 50 32 政権・政党観

政党個別評価（民主党）
４．国民の立場に立った政
策を掲げている

42 28 14 11 31 政権・政党観

政党支持強度・まとめ
（自民党）

１．支持する（1+2） 30 33 59 56 29 政権・政党観

政党個別評価（自民党）
２．党首にリーダーシップが
ある

4 5 31 33 29 政権・政党観

政党個別評価（自民党） １．人材が豊かである 16 19 41 33 25 政権・政党観

いまの支持政党 １．自民党 19 20 41 41 22 政権・政党観

政党支持強度・まとめ
（自民党）

３．支持しない（4+5） 35 28 13 18 22 政権・政党観

内閣への信頼度・まとめ ２．信頼していない（3+4） 48 68 46 49 22 政権・政党観

政治課題についての
考え方-政権公約

２．政権公約は国民の支持
が得られなければ，実現に
こだわる必要はない

74 64 54 52 22 政治意識

内閣への信頼度・まとめ １．信頼している（1+2） 51 32 53 51 21 政権・政党観

政治課題についての
考え方-政権公約

１．政権公約は国民との約
束だから，その通りに実行
するべきだ

25 35 44 46 21 政治意識

ふだんの支持政党 ２．民主党 29 28 8 8 21 政権・政党観

政党個別評価（民主党）
９．既得権益にとらわれな
い政治判断ができる

25 16 8 5 20 政権・政党観

政党個別評価（自民党）
８．外国と信頼関係を築い
ていける

17 20 35 25 18 政権・政党観

政党個別評価（民主党） １．人材が豊かである 18 20 4 4 17 政権・政党観

政治への満足感・まとめ ２．不満だ（3+4） 83 91 75 75 16 政治意識

選挙区の投票政党 16．投票には行かなかった 13 22 23 29 16 投票行動

比例代表の投票政党 14．投票には行かなかった 14 21 23 29 16 投票行動

政治への満足感・まとめ １．満足している（1+2） 17 9 24 25 16 政治意識
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て選挙に勝っただけに，その後の政権運営に
有権者の失望も大きかったことが改めて示され
たといえよう。

以下，変化が大きかった政治意識のうち，
政治への不満と公約の重要性，政党観全般に
ついて詳しくみる。

ア　政治への不満　政権交代をはさみ
　　減少，しかし4人に3人が不満

政治への満足感について，『不満だ（「どちら
かといえば」を含む）』は自民党政権の2013年

は75％で，民主党政権だった2009年の83％，
2010年の91％と比べ減少したものの，依然と
して圧倒的多数である（図13）。

2013年の不満の内容を詳しくみてみると，
「年金や医療などの社会保障政策」が73％で最
も多く，「消費税を含む税制改革」52％，「原子
力発電などのエネルギー政策」50％，「景気・
雇用対策」50％，「震災復興の取り組み」48％
が続く（図14）。いずれも，生活に直結する大
きな政治課題である。

イ　公約の重要性高まる

公約について尋ねたところ，2009年は「そ
の通りに実行するべきだ」が25％で，「国民の
支持が得られなければ，実現にこだわる必要
はない」の74％を大きく下回っていた。しかし，
2013年には「その通りに実行するべきだ」が大
幅に増え，46％と半数に迫っている（図15）。

2013年参院選で，投票にあたって各政党の
公約をどの程度参考にしたかについて（図16），

『（大いに，ある程度）参考にした』という人が
46％6）となり，『（あまり，まったく）参考にしな
かった』の25％を上回った。この質問は2010

図13　政治への満足感

2009年（衆）

2010年（参）

2012年（衆）

2013年（参）

17 22 061％0

9 33 0580

23 18 0581

23 19 1561

■ 満足している　■ どちらかといえば，満足している
■ どちらかといえば，不満だ　■ 不満だ　■ 無回答

図15　政権公約を実行すべきか

2009年（衆）

2010年（参）

2012年（衆）

2013年（参）

74％25 1

6435 1

5444 2

5246 2

■ 政権公約は国民との約束だから，その通りに実行するべきだ
■ 政権公約は国民の支持が得られなければ，実現にこだわる必要はない
■ 無回答

図14　不満の内容（2013年，複数回答）

年金や医療などの社会保障政策

消費税を含む税制改革

原子力発電などのエネルギー政策

景気・雇用対策

震災復興の取り組み

政治とカネの問題

財政再建の取り組み

子育て支援や少子化対策

公務員制度などの行政改革

外交・安全保障政策

地球温暖化対策

農業・畜産政策

その他

特にない

無回答

73％

52

50

50

48

37

35

28

28

27

25

18

3

2

1
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年参院選と2012年衆院選でもしているが，い
ずれも投票にあたって政党の公約を『参考にし
た』人が『参考にしなかった』人を大きく上回っ
ている。

普天間基地の県外移設，脱ダム，CO2排出
量25％削減，子ども手当など，民主党が実現
できなかった公約は多い。「政策を公約どおり
に実現できる」と評価する人は，民主党政権へ
の期待が高かった2009年でも4％と少なかっ
たが，2010年では2％とさらに少な
くなった。また，自民党も，選挙
で大勝して「ねじれ」を解消し政策
実現の可能性が高まった2013年を
みても6％と少ない（p.149 図22参
照）。

公約を「その通りに実行するべき
だ」という人が増加している背景に
は，このように，自民・民主両政
権とも公約が「言いっぱなし」になっ
ていると感じる有権者が少なくない
ことがあるといえよう。

ウ　政党観

① ふだんといまの支持政党

「ふだん」と「いま」の支持政党の

違いから，その時々の政党の勢いをみていく。
2009年は，「ふだん」「いま」とも民主党が最

も高く，特に「いま」の支持政党では41％で自
民党の19％を引き離していた。2013年は「ふ
だん」の支持政党が，自民党39％，民主党8％
と31％差となり，自民党が他の政党を引き離し
ている。また，「いま」の支持政党では，自民
党41％，民主党が6％となり，差は36％とさ
らに広がる（図17）。

2009年，2010年では，「ふだん」「いま」とも，
1位の民主党と2位の自民党の支持率の差は大
きくはなく，2012年の政権交代以降，自民党
単独優位となっている。

自民党以外の政党が支持を失っている中，
増加しているのは支持なしで，「いま」の支持な
しは2013年では36％と自民党に接近する高さ
となり，政党離れが進んでいる。

図16　政権公約を参考にしたか

■ 大いに参考にした　■ ある程度参考にした
■ あまり参考にしなかった　■ まったく参考にしなかった
■ 投票には行かなかった　■ 選挙権がなかった　■ 無回答

2010年（参）

2012年（衆）

2013年（参）

37％ 26 1

2143 1

2038

7

8

7 1

1

0

0

8

5

5

21

23

29

図17　「ふだん」と「いま」の支持政党

■ 自民党　■ 民主党　■ 日本維新の会　■ 公明党　■ みんなの党
■ 共産党　■ 社民党　■ 支持なし　■ 無回答・他

2009年（衆）ふだん

いま

2010年（参）ふだん

いま

2012年（衆）ふだん

いま

2013年（参）ふだん

いま

29％ 526 134
21

41 419 130
12

4
28 526 231

1

31 620 332
12

4

4

3

8 4738 233
1

6 4841 232
1

8 539 234
1

641 236
125

2

2

3

5

3

3

35

4 4
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「ふだん」と「いま」の支持率の差はその政党
の勢いを表している。その差はどこからきてい
るのか，「ふだん」支持している政党別に「いま」
の支持政党をみる（図18）。

まず自民党は，2009年，「ふだん」支持して
いる人で，「いま」も支持している人が68％と支
持層を固めきれていなかった。しかし，「いま」
の支持層が徐々に増え，2013年は，「ふだん」
の支持者で，「いま」も自民党を支持している人
が95％に達している。また，「ふだん」民主党
を支持している人でも，政権が自民党に交代し
た2012年は13％，2013年も6％が「いま」の
支持政党を自民党と答えている。「ふだん」支

持なしの人も2012年に10％，2013年に8％が
自民党と答えていて，自民党は民主党支持者
や支持なし層からも支持を獲得している。

一方，民主党についてみると，2009年は「ふ
だん」民主党を支持している人の95％，「ふだん」
自民党支持の17％，「ふだん」支持なしの人の
21％を得ていて，勢いがあった。しかし，2013
年は「ふだん」の支持者で，「いま」も民主党は
63％と，支持層を固めきれなかった。さらに，

「ふだん」自民党から「いま」民主党は1％，「ふ
だん」支持なしから「いま」民主党は0％となっ
ていて，民主党への支持の広がりがみられな
い。

日本維新の会は2012年には，「ふだん」自民
党，民主党，支持なしなどからまんべんなく「い
ま」の支持を得ていたが，2013年になると自民党
や支持なしからの支持がみられなくなっている。

② 政党支持強度

政党ごとに支持の程度を尋ねた政党支持強
度をみると，民主党は2009年，『支持する（強
く，一応）』が55％と最も高く，『支持しない（あ
まり，絶対）』は18％と少なかった（図19）。と
ころが，2013年には『支持する』が12％へと
激減し，最も変化が大きい回答となった。

自民党は2013年で『支持する』が56％と最
も高く，『支持しない』は18％と少ない。自民
党以外の政党では，『支持する』より『支持しな
い』の方が圧倒的に多い。しかし，自民党でも，

「強く支持する」（12％）が多いわけではなく，「一
応支持する｣が大部分（45％）を占める。

次に，「支持する」から「支持しない」を引い
た差を政党ごとにみてみると，自民党は2010

図18　いまの支持政党（ふだんの支持政党別）

■ 自民党　■ 民主党　■ 日本維新の会
■ 支持なし　■ その他の政党・無回答

「ふだん」自民党支持

「ふだん」民主党支持

「ふだん」支持なし
2009年（衆）

（905人）
2010年（参）

（836人）
2012年（衆）

（896人）
2013年（参）

（902人）

2009年（衆）
（767人）

2010年（参）
（747人）

2012年（衆）
（224人）

2013年（参）
（212人）

2009年（衆）
（694人）

2010年（参）
（692人）

2012年（衆）
（1,021人）
2013年（参）
（1,023人）

17 13 268％

12 11 573

3 193

495
1

1
1 0

3

95 3 1

88 6 4

63 613413

5242636

21 75 2

9 84 4

4 84 210

898 2
0

0

0

1

2

2

3
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年から2012年にかけて大きく上昇し，2013年
にかけてやや下がっている（図20）。公明党は
大きくマイナスのままであるが，2012年に与党
になると上がっている。一方，下がっているの
は，民主党と日本維新の会である。民主党は，
2009年ではプラスだったが，2012年で大きく
下がりマイナスに転じている。日本維新の会も
2013年にかけてマイナスに転じている。プラス
に位置する政党は2009年では民主党だけ，
2013年では自民党だけで，いずれも圧倒的に
高く，ほかを引き離している。このことから，
2009年と2012年の政権交代において，前者
は民主党が，後者は自民党がいかに突出した
支持を得ていたかがわかる。

2012年から2013年にかけて『支持する』が

最も減った日本維新の会は，どの年層でも減っ
たが，特に，男女とも50・60代の年齢層で減
り方が大きかった（図21）。この間2013年5月

図20　政党支持強度「支持するー支持しない」率（上位5党）
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図19　政党支持強度
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に橋下共同代表が従軍慰安婦に関して「軍の
規律を維持するには当時は必要だった」と発言
したことや，沖縄の米軍高官に風俗業の活用
を提案した発言7）も問題となった。

政党支持率でも2012年にあった支持の広が
りが2013年には一転して消えていた（p.146）よ
うに，日本維新の会が党首の人気で支えられて
いた政党であったことが示唆される。

③ 複数の政党へ支持感

4回の調査で有権者が『支持する』と答えた
政党の数を見ると，2党以上の政党をあげた人
がいずれも40％前後となっている（表9）。「なし」

「1党」「2党以上」を比べてみると，2009年衆

院選では「1党」が最も多かっ
たが，2010年参院選では「2
党以上」が増加して「1党」と
並んだ。2012年衆院選では，

「2党以上」が46％と「1党」の
33％を上回り，最も多くなっ
た。2013年参院選では「2党
以上」が減り，「1党」と「なし」
が増加した。「2党以上」をあ
げた人の支持政党の内訳をみ
ると，2009年は民主党を『支
持 する』が90％， 自民 党が

50％程度だったのに対し，2012年と2013年で
は自民党が80％程度，民主党は25％程度と
政権交代を境に一変している。

④ 自民党評価，個別には減少

自民党と民主党の個別評価も変化の大き
かった回答が多い（図22）。このうち最も大き
く変化したのが，自民党，民主党ともに「この
中にあてはまるものはない」で，自民党は60％
から32％へ減少，民主党は35％から74％へ増
加していて，方向が対照的である。

自民党についての評価で，最も増えたのは
「党首にリーダーシップがある」，次いで「人材が
豊かである」「外国と信頼関係を築いていける」
だが，政権交代直後の2012年と比べ「人材が
豊か」が41％から33％へ，「外国と信頼関係」
が35％から25％へと，かなり減少している。

民主党で最も減ったのは，「国民の立場に
立った政策を掲げている」で，2009年には
42％あったが，1年後の2010年は28％，さら
に2013年には11％にまで減少している。次い
で「既得権益にとらわれない政治判断ができ

表９　支持する政党の数

調査年

2009年
（衆）

2010年
（参）

2012年
（衆）

2013年
（参）

合計 2,658 2,675 2,696 2,627 人

なし 21 22 21 25 ％

１党 43 39 33 38

2党以上 35 39 46 37

図21　日本維新の会の政党支持強度『支持する』（男女年層別）
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る」が2009年の25％から2013年に5％へ，「人
材が豊かである」が2009年18％から2013年
4％となっている。民主党への期待が急速にし
ぼんでしまったのがわかる。

全体的な政党支持構造としては，2012年以
降は自民党の一強で，あとの党は『支持しない』
が『支持する』を上回るという多弱の状態（p.147  
図19参照）である。しかし，自民党支持も決し
て盤石ではなく，自民党への評価では，「人材
が豊かである」「外国と信頼関係を築いていけ
る」の減少に加え，「危機に適切に対応できる」

が17％から13％へと低下している。

図23は，自民党について「国民の立場に立っ
た政策を掲げている」と答えた人を，いまの支
持政党別，年層別にみたものである。いまの
支持政党別では，自民党支持者は2009年か
ら16％前後で一定している。一方，公明党支
持者では2009年は5％と低かったが，2013年
は14％と大きく伸びている。支持なしは2％か
ら1％と少ない。つまり，与党支持者かどうか
で評価が大きく分かれる。また，年層別にみ

図22　政党個別評価

人材が豊かである

党首にリーダーシップがある

長期的な視野に立った
政策を掲げている

国民の立場に立った
政策を掲げている

政策を公約どおりに実現できる

政治倫理の面で信頼できる

危機に適切に対応できる

外国と信頼関係を築いていける

既得権益にとらわれない
政治判断ができる

政権を安心して任せられる

この中にあてはまるものはない

無回答

■ 2009年（衆）
■ 2010年（参）
■ 2012年（衆）
■ 2013年（参）

＜自民党＞ ＜民主党＞
16％ 18％

19 20
41 4

33 4
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31 2
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9 13
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17 4
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10 14
8 11
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5 9
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11 1
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れば高齢者ほど高くなる傾向がみられ，2013
年では60代11％，70歳以上15％と高いが，
20代〜50代では3％〜5％と低い。

⑤ 政党への期待

2013年の参院選の結果，衆議院，参議院
とも自公与党の議席は過半数となったが，その
ことを『望ましい（「どちらかといえば」を含む）』
とする有権者は55％，『望ましくない（「どちら
かといえば」を含む）』は43％で，衆参与党多
数を肯定的にみる人が過半数となった（図24）。

日本の政党のあり方としてどのような形がい
いかを尋ねたところ，2013年は「政策に差が
ある2大政党」が最も多く34％，次いで「政策
が近い2大政党」29％となり，政策の違いを別
にすれば『2大政党』を望む人が6割強となる
（図25）。2010年と比べると，2大政党を期待

するのは60％程度と変わらないが，「政策が近
い2大政党」が減少し，「政策に差がある2大
政党」が増加している。また，「1つの大政党」
を好む有権者は8〜9％と一貫してごく少数と
なっている。

政界再編については，2010 年は，｢望む」
24％，「望まない」35％，「どちらともいえない」
40％で，2012年に「望まない」が42％と大き
く増えたが，2013 年には33％に減少し，「望
む」が17％から23％に増えている（図26）。
参議院で圧勝した自民党が一党優位になった
ことに対してのバランス感覚が働いたのであろ
う。

図23　自民党評価「国民の立場に立った政策を掲げている」

■ 2009年（衆）　■ 2010年（参）　■ 2012年（衆）　■ 2013年（参）
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図24　衆参与党多数の評価（2013年）
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■ 望ましい　■ どちらかといえば望ましい
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図25　日本の政党のあり方
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政党にどのようなことを期待するかを尋ねた
ところ，「期待することはない」は11−15％と少
なく，有権者は政党に何らかの期待をしている
（図27）。2010年以降最も多いのが「長期的な
視野に立った政策がある」，次いで「自分たち

の意見を代弁してくれる」「弱い者の立場に立っ
てくれる」で，いずれも毎回40％を超えている。

このうち，自民党，民主党への個別の評価
で「長期的な視野に立った政策を掲げている」
と評価した人は自民党16％，民主党2％とい
ずれも少ない。これらの結果は政権政党が有
権者の期待に十分応えられていない現実を示し
ている。
 

Ⅲ−２ 政権交代がもたらした意識

2012年衆院選は政権を元の自民党に戻した
選挙であったが，2009年に自民党から民主党
に政権交代したこと自体については，『良かった』
と評価する人がいずれも60％前後に上る（図
28）。

ここからは，2度にわたる政権交代の経験が，
政党や政治家，政治制度に対する有権者の意
識に影響をもたらしているかどうか，もたらして
いるとすればどのような影響かという点をみて
おきたい。

（1）政治に対する意識
①有権者自身が政治にかかわりを持ち，政

治に影響を与えられると感じるかどうか（内的
有効性感覚8）），②政治家や政党などが自分の
気持ちに応えてくれるかどうか（外的有効性感

図26　政界再編の期待

2010年（参）

2012年（衆）

2013年（参）

■ 望む　■ 望まない
■ どちらともいえない　■ 無回答

35 40％ 124

42 40 117

33 44 123

図27　政党への期待（複数回答）
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図28　政権交代自体の評価

■ 良かった　■ どちらかといえば良かった
■ どちらかといえば悪かった　■ 悪かった　■ 無回答
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覚8）），③自分と政治家との関係，これらの3
つの側面について，6つの考え方を示し賛否を
尋ねた（図29）。

①「政治は自分の生活に関係ない」に『そう思う
（「どちらかといえば」を含む）』は20%程度
なのに対し，『そうは思わない（「どちらかと
いえば」を含む）』が約80％と多数で，政治
の自分の生活へのかかわりを否定する人は少
ない。ただ，時系列でみると，「そうは思わ

ない」が2009年の45％から減り続けて2013
年に38％となった。
また，「自分ひとりぐらい投票しなくても，選
挙の結果に大きな影響はない」では『そう思
う』が40％程度になるが，こちらも『そうは
思わない』が過半数を占めている。ただ，時
系列でみると「そうは思わない」が減り続け
て2013年に30％となった。
このように政治および選挙に対する内的有
効性感覚については，『そうは思わない』と

図29　政治観

■ そう思う　■ どちらかといえばそう思う
■ どちらかといえばそうは思わない　■ そうは思わない　■ 無回答

2009年（衆）
2010年（参）
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2010年（参）
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選挙の結果に大きな影響はない

政治は自分の生活に関係ない

国民の生活や国の将来を
真剣に考えている政治家が少ない

政治は政治家や専門家にまかせて
おけばよい

政治家に問題があるのは，
選んだ有権者にも責任がある

2721 37％ 15 1
2622 39 13 1
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いう人の方が『そう思う』という人を上回り，
内的有効性感覚が高い人が多数であるが，

「そうは思わない」と，はっきりとした表明す
る人が減少している（図29）。

②「国民が国の政治について何か言っても，政
治が変わるとは思わない」という考えに『そ
う思う』は2009年以降60％前後で多数を占

め，外的有効性感覚が低い人が多数となっ
ている。『そう思う』は，2009年の58％から
2013年は62％に増加している。
また，「国民の生活や国の将来を真剣に考え
ている政治家が少ない」は『そう思う』が約
80％に上り，政治家への見方は厳しい。時
系列でみると，民主党政権で実施した2010
年には「そう思う」だけで43％と最も高くなっ

ており，民主党政権で，政治家に対
する外的有効性感覚が特に低下して
いたといえよう（図29）。

③「政治は政治家や専門家にまかせ
ておけばよい」については，『そう思
う』は20％前後と少なく，『そうは
思わない』が80％程度と多数となっ
た。また，「政治家に問題があるの
は，選んだ有権者にも責任がある」
に『そう思う』は4人に3人と多数
で，4回の選挙でほとんど変化は
みられない。有権者は政治に対し
て一貫して真面目な態度をとり続け
ているといえよう（図29）。

しかし，①②にみたように，内的，
外的有効性感覚は低下している。有
権者自ら政権交代を実現させるという
経験があったにもかかわらず，それが
逆に政治的有効性感覚の低下をもた
らしたのは皮肉ともいえる。

（2）政党・政府への信頼感
組 織の信頼 度に関する質問（図

30）で2013年の結果をみると，『信

図30　組織への信頼感

■ 信頼している　■ どちらかといえば信頼している
■ どちらかといえば信頼していない　■ 信頼していない　■ 無回答
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2010年（参）
2012年（衆）
2013年（参）

中央官庁

2009年（衆）
2010年（参）
2012年（衆）
2013年（参）

政党

2013 57％ 6 2
1916 57 6 2

2212 58 7 2
1914 59 6 2

288 57 7 1
249 59 7 1
2210 60 7 2
229 62 6 1

2211 58 8 1
2213 57 7 1
2310 57 8 2
2312 57 7 1

258 58 8 1
259 57 8 1

278 53 11 1
278 54 11 1

366 46 12 1
346 47 12 1

335 46 15 1
355 44 15 1

492 33 15 1
483 31 18 1

434 38 15 1
424 38 16 1

503 32 15 1
464 31 18 1

444 35 15 1
444 37 15 1

502 26 21 2
462 30 19 2
482 30 18 3
463 32 18 2

523 27 18 1
502 25 22 1

493 28 19 2
493 28 19 1
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頼している（「どちらかといえば」を含む）』人が
最も多いのは，「裁判所」の74％だった。次い
で「地元の役場や役所」71％，「警察」69％，「新
聞社」62％となる。「政党」は31％で最も少ない。
逆に，『信頼していない（「どちらかといえば」を

含む）』が最も多いのは，「政党」で68％，次い
で「中央官庁」64％，「国 会」58％，「政 府」
58％となる。

時系列でみると，「政党」「政府」を『信頼し
ている』人は民主党が政権をとって1年後の

2010年参院選でやや減少したが，
自民党が政権を取り戻した2012年
衆院選で増加している。

2013年の「政党」を『信頼してい
る』人を男女年層別にみると，男性
では20代から40代，女性では20
代，40代，50代 で2割 強と高 齢
者に比べて低い（図31）。

（3）民意反映の役割
「○○があるから国民の声が政治

に反映される」という考えをどう思う
か尋ねた（図32）。2013年参院選
の結果をみると，『そう思う（「どち
らかといえば」を含む）』は「選挙」
で56％，「テレビ，新聞」は54％と
多数である。しかし，2009年衆院
選の調査では，「選挙」が65％，「テ
レビ，新聞」は64％だったので大
きく低下している。

国会，政党については，『そう思
う（「どちらかといえば」を含む）』が
ともに一貫して40％弱で少なく，民
意反映の役割を評価しない人が多
数に上る。

図31　政党への信頼感『信頼している』（2013年，男女年層別）
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図32　民意反映の役割

■ そう思う　■ どちらかといえばそう思う
■ どちらかといえばそうは思わない　■ そうは思わない　■ 無回答

2009年（衆）
2010年（参）
2012年（衆）
2013年（参）

選挙

2009年（衆）
2010年（参）
2012年（衆）
2013年（参）

国会

2009年（衆）
2010年（参）
2012年（衆）
2013年（参）

政党

2009年（衆）
2010年（参）
2012年（衆）
2013年（参）

テレビ，新聞

26 944％ 121
27 1241 119
28 1440 118
30 1342 114

45 1730 17
46 1728 18
42 1930 27
44 1830 16

43 1832 16
44 1929 17

43 2029 27
44 2029 16

26 1047 117
27 1243 117

28 1543 113
30 1541 113
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Ⅲ−３ 変化する投票行動

最後に，ここ4回の国政選挙で変化した投
票行動について考察する。

（1）投票率の激変
①投票率－2009年衆院選から急落した

　2012年衆院選

衆院選の投票率は，民主党への政権交代が
あった2009年が69.28％で，中選挙区制から
小選挙区比例代表並立制による新選挙制度と
なった1996年以降の選挙では最も高かった
が，2012年には10％も下がり，衆議院選挙と
して戦後最低の59.32％となった（図33）。

参院選の投票率は，公職選挙法が改正さ
れ，投票時間の延長や不在者投票の緩和が実
施された1998年から2010年選挙までは，56
〜58％ 台 で 安 定 して い た が，2013年 は
52.61％と戦後3番目の低さとなり，衆院選，
参院選とも，直近の選挙で投票率の低下が著
しい。

② 投票率の激変の背景

同じように政権交代があった衆院選でも
2009年は投票率が高く，2012年に急落したの
はなぜか。政治参加や政治的有効性感覚が投
票行動にどう関連しているかを数量化Ⅱ類で分
析し，2つの選挙を比較した。
「投票した」「棄権した」を外的基準変数に，

政治関心や政治観，政党観，市民意識および
基本属性を要因にして影響の大きさを計算した
（表10）。要因ごとの「投票」「棄権」に対する
影響の大きさは偏相関係数で評価できる。

投票率が高かった2009年についてみると，
偏相関係数0.10以上，つまり影響が大きいも
のは，「支持政党の有無と支持政党なしの理
由」，政治観の 「選挙への有効性感覚（自分ひ
とりぐらい投票しなくても，選挙の結果に大き
な影響はない）」，男女年層，政党支持強度パ
ターンとなった。投票率が低かった2012年に
おいても，偏相関係数の大きさは異なるが，上
位に上がるものは共通していた。

より具体的に各項目の選択肢ごとの影響の
大きさや方向をみるため，カテゴリースコア（そ
れぞれのカテゴリーがどれくらい外的基準に影
響を与えているかを示すスコア）を計算した。
カテゴリースコアがプラスであれば「投票した」
の方向へ，マイナスであれば「棄権した」の方
向へ影響する。

選択肢ごとのカテゴリースコアをみると，両
選挙で共通して，「投票した」の方向に働くのは，
政党支持に関する項目のうち，『支持政党の有
無と支持なしの理由』の「支持政党あり」，『支
持強度パターン』の「強い支持1党」「弱い支持
複数党」など政党支持の大きさ，『選挙への有
効性感覚』の「そうは思わない」「どちらかとい

図33　国政選挙　投票率の推移
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えばそうは思わない」，『少子化対策』の「非常
に関心がある」，『国の政治』の「非常に関心が
ある」などである。加えて，『男女年層』の男女
とも「60代」と「70歳以上」の高齢層で「投票
した」の方向に働いていた。

逆に「棄権した」の方向に働くのは，『支持政
党の有無と支持なしの理由』の「システム（特定
の政党を支持しても，政治が変わりそうもない
から）」などの「支持政党なし」の各理由，『政
党支持強度パターン』の「支持感なし」，『選挙
への有効性感覚』の「そう思う」「どちらかとい
えばそう思う」，『国の政治』の「あまり関心がな
い」「まったく関心がない」など，選挙や政治へ
の関心が低いカテゴリーである。加えて，『男女
年層』の男女とも「20代」と「30代」の若年層で

「棄権した」の方向に働いた（表10）。

これらからわかるのは，高齢者か若者か，支
持政党があるかないか，政治や選挙に関心が
あるかないかで投票するか棄権するかが大きく
左右されるということである。また，2009年と
2012年で偏相関係数が上位の項目は同じであ
り，影響する要因は変わらなかった。すなわち，
投票率が大きく異なっていても，投票するかど
うかの構造自体は変わらなかったといえる。

このように，投票率の激変は政党を支持し
政治や選挙に関心を持つ有権者がどのくらい
いるかによってもたらされ，2012年に投票率が
大きく下がったのは，そうした有権者がきわめ
て少なかったからである。

投票率を上げるためには，各政党が信頼さ
れ，支持率を上げること，少子化対策のように
男女とも若い世代が関心を持てるような政策を
訴えていくことが求められる。

（2）2票の使い分け
2009年衆院選，2010年参院選，2012年衆

院選，2013年参院選

衆議院の選挙制度改革により，1996年の衆
院選から小選挙区比例代表並立制となり，有
権者は小選挙区と比例代表で2票を投票する
こととなった。

1つの選挙で１人の有権者が比例区と選挙区
にそれぞれ1票ずつ合計2票を投じる混合型選
挙制度においては，比例区と選挙区とでそれぞ
れ別の政党（の候補者）に投票するという，い
わゆる政党分割投票を行う有権者が存在する。

ここでは，有権者は2票をどのように投票し
たのか，世論調査結果からみていきたい。

①世論調査からみた2票の使われ方

投票行動を選挙区と比例代表の2票とも自
民党に投票したら「両方自民」，1票を自民党
に入れ，もう1票を自民党以外の政党に入れた
ら「片方自民」などの6つに分類した。4回の
選挙についてみると，民主党に政権交代した
2009年は「両方民主」が最も多く44％，次いで

「両方自民」が25％で，合わせると70％近い（図
34）。

2010年参院選は，「両方民主」が最も多いも
のの34％に減少し，変わって「両方2党以外」
が増加した。自民党に政権が戻った2012年衆
院選は「両方民主」が12％にまで減り，最も多
いのは「両方自民」となって前2回の選挙と様
変わりした。2013年参院選はさらにその傾向
が進み，「両方自民」は40％近くに上った。

一方，「片方自民」「片方民主」「自民と民主」
の2票を使い分けた人を合計して変遷をみる
と，2009年20％，2010年16％，2012年22％，
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表10　投票・棄権の要因（数量化Ⅱ類）

●外的基準　衆院選での投票 2009年 2012年

投票した 2,111 1,870 人

棄権した 332 561 人

有効ケース数 2443 2431

相関比 0.330 0.300

●偏相関係数 2009年 2012年

支持政党の有無と支持なしの理由 0.229 0.180

政治観－選挙への有効性感覚 0.173 0.250

男女年層 0.166 0.167

政党支持強度パターン 0.131 0.103

政治情報への接触頻度－新聞 0.095 0.104

政治問題への関心－少子化対策 0.088 0.051

政治話題の頻度 0.083 0.047

政治観－政治は政治家まかせ 0.082 0.067

政治への関心－国の政治 0.075 0.096

政治問題への関心－高齢者福祉の
充実

0.070 0.019

政治観－自分の生活との関連意識 0.068 0.033

内閣への信頼度 0.055 0.020

学歴 0.055 0.061

政治観－政治への有効性感覚 0.051 0.012

政治観－国民本位の政治家は少数 0.051 0.031

政治情報への接触頻度－テレビ 0.048 0.020

市民意識まとめ 0.042 0.019

政治問題への関心－憲法の改正問
題

0.034 0.032

政治情報への接触頻度－インターネ
ット

0.033 0.032

政治問題への関心－地球温暖化の
防止

0.027 0.043

政治問題への関心－雇用の安定 0.019 0.054

政治の変化期待 0.018 0.002

民主党中心政権の評価・まとめ 0.017 0.015

●カテゴリースコア
　（偏相関係数の上位10項目の選択肢について掲載）

2009 年 2012 年
支持政党の有無と支持なしの理由

支持政党なし

自己 -1.238 -0.796
政党 -0.185 -0.306
システム -0.528 -0.561
その他，無回答 -0.967 0.129

支持政党あり 0.238 0.220
政治観－選挙への有効性感覚

そう思う -0.502 -0.569
どちらかといえばそう思う -0.320 -0.516
どちらかといえばそうは思わない 0.116 0.280
そうは思わない 0.265 0.431

政党支持強度パターン
強い支持１党 0.120 0.228
強い支持複数党 0.058 0.156
弱い支持１党 0.126 -0.115
弱い支持複数党 0.100 0.127
支持感なし -0.437 -0.286

政治情報への接触頻度－新聞
よく利用する 0.067 0.137
ときどき利用する -0.038 -0.003
あまり利用しない 0.130 0.007
ほとんど利用しない -0.472 -0.454

政治問題への関心－少子化対策
非常に関心がある 0.131 0.103
ある程度関心がある 0.013 0.030
あまり関心がない -0.062 -0.124
まったく関心がない -0.682 -0.078

政治話題の頻度
よくある 0.033 -0.041
ときどきある 0.075 0.073
あまりない -0.047 -0.053
ほとんどない -0.430 -0.162

政治観－政治は政治家まかせ
そう思う -0.032 0.319
どちらかといえばそう思う -0.238 0.130
どちらかといえばそうは思わない 0.114 0.021
そうは思わない -0.014 -0.121

政治への関心－国の政治
非常に関心がある 0.101 0.115
ある程度関心がある 0.014 0.045
あまり関心がない -0.306 -0.158
まったく関心がない -0.172 -0.829

政治問題への関心－高齢者福祉の充実
非常に関心がある -0.111 -0.014
ある程度関心がある 0.045 -0.001
あまり関心がない 0.264 0.065
まったく関心がない 0.250 -0.135

男女年層
男２０代 -0.555 -0.721
男３０代 -0.261 -0.421
男４０代 -0.083 0.042
男５０代 0.029 0.004
男６０代 0.233 0.164
男７０歳以上 0.270 0.213
女２０代 -0.673 -0.644
女３０代 -0.305 -0.293
女４０代 0.107 0.050
女５０代 0.226 0.043
女６０代 0.247 0.415
女７０歳以上 0.299 0.385
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2013年19％となっている。自民党と民主党に
限っても，一貫して約5分の1の投票者が2票
の使い分けをしていることは，注目に値する。

②2票の使い分けの理由

2票を使い分けた理由について検討する。
使い分けをする理由として，投票者が「選挙

後の議席のバランスをとるため」という指摘があ
る9）。

2010年，2012年，2013年の3回の調査では，
投票の際，重視したもの（複数回答）という質
問の中で，「選挙後の議席のバランス」という選
択肢を設けた。バランスを重視した人は，2010
年12％，2012年8％，2013年13％で， い ず
れも10％前後だった（図35）。
「バランス重視」の人の2票の使い方の特徴

を，投票した人全体の結果と比べた（図36）。
2010年は「投票者全体」と「バランス重視」の
間で投票傾向に差はなかったが，2012年以降
は拡大する傾向がみられた。2010年は，差が
最も大きい「片方民主」でさえ「投票者全体」
7％，「バランス重視」10％と差は小さいが，
2012年は「両方自民」に投票した割合が「投票
者全体」で34％なのに対し「バランス重視」で

は23％，「片方自民」の割合も14％と9％で差
が広がっている。また，「両方民主」に投票した
割合が「投票者全体」で12％，「バランス重視」

図36　2票の使い方
　　　（投票者全体，「選挙後の議席のバランス」を
　　　 重視して投票した人）
2010年（参）

投票者全体
（2,074人）

バランス重視
（248人）

2012年（衆）
投票者全体

（2,082人）

バランス重視
（169人）

2013年（参）
投票者全体
（1,857人）

バランス重視
（248人）

■ 両方自民　■ 片方自民　■ 両方民主　■ 片方民主
■ 自民と民主　■ 両方２党以外　■ その他，無回答

34％ 7 4 20 525 5

33 10 5 22 224 3

12 5 3 27 534 14

20 11 5 29 223 9

9 5 2 30 438 12

17 10 2 33 425 8

図34　2票の使い方（投票者全体）

2009年（衆）
（2,292人）

2010年（参）
（2,074人）

2012年（衆）
（2,082人）

2013年（参）
（1,857人）

■ 両方自民　■ 片方自民　■ 両方民主　■ 片方民主
■ 自民と民主　■ 両方２党以外　■ その他，無回答

44％ 9 5 9 325 6

34 7 4 20 525 5

12 5 3 27 534 14

9 5 2 30 438 12

図35　投票で重視した点（複数回答，投票者全体）

■ 2010年（参）（2,074人）
■ 2012年（衆）（2,082人）
■ 2013年（参）（1,857人）

※2010年（参）と2012年（衆）は民主党中心の政権の業績
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は20％，「片方民主」はそれぞれ5％と11％で
いずれも差が拡大している。「自民と民主」「両
方2党以外」に投票した割合では「投票者全体」
と「バランス重視」の間に差はない。2013年も
同様の傾向である。

このように，「選挙後の議席のバランス」を重
視した人の2票の使い方は，民主党政権下の
2010年では「投票者全体」と差がなかったが，
自民党優位が伝えられた2012年と2013年で
は民主党に投票する傾向がみられた。

これは，自民党があまりに力を持ち過ぎるこ
とを懸念した有権者が民主党に投票したケース
が多かったからと考えられる。

次に，2013年参院選の結果，衆参両院で
自民，公明の与党が安定多数を確保したことを
望ましいと思うかどうかと2票の使い分けの関
連を自民党支持者でみたのが図37である。安
定多数が『望ましい（「どちらかといえば」を含
む）』という人の90％以上が，「両方自民」ある
いは「片方自民」に投票している。一方，『望ま
しくない（「どちらかといえば」を含む）』という
人は，『望ましい』に比べ「両方自民」が少ない
ものの，「片方自民」は同じで，「両方民主」が
6％と多くなっている。つまり，自民党支持者
では，衆参両院で与党が多数となることを『望
ましくない』という人でも2票を使い分けてはい

なかったといえよう。
では，どのような人が使い分けをするのだろ

うか。
2票を「両方同じ政党」に投票したか「違う政

党」に投票したかで分けて，支持する政党の数
をみたのが図38である。「両方同じ政党」に投
票した人は支持する政党数「1党」が47％で最
も多い。「違う政党」に投票した人は「2党以上」
が57％と多く，「1党」は少ない。このように，

「違う政党」に投票した人，つまり「2票を使い
分ける」人の多くは支持する政党が1党だけで
なく2党以上ある。

（3）ネット選挙運動～2013年参院選
ここからは2013年参議院選挙で初めて導入

されたネット選挙運動について，投票日前後に
実施したインターネット調査１）も参考にしながら
みていく。

これまでみてきた4回の調査では，政治の情
報を得るために，メディアをどの程度利用する
かについて尋ねている（図39）。2013年につい
ては『（よく＋ときどき）利用する』はテレビ
85％，新聞74％，インターネット32％で，多く
の人にとってテレビが政治に関する情報源であ
る。時系列でみると，テレビ，新聞をよく利用
する人は減っている。しかし，インターネットの
利用者は一貫して少なく，テレビ，新聞とは大
きく差がついている。公示期間中の選挙運動

図37　2票の使い方（投票者，2013年，「いま」自民党
　　　支持者の衆参与党多数評価別）

『望ましい』
（694人）

『望ましくない』
（157人）

■ 両方自民　■ 片方自民　■ 両方民主　■ 片方民主
■ 自民と民主　■ 両方２党以外　■ 無回答，棄権

75％ 16
40

1

2

2 1

64 16 6
14

6

図38　支持する政党数（2013年　2票の使い方別）

両方同じ政党
（1,324人）

違う政党
（459人）

■ なし　■ 1党　■ ２党以上

47％ 4013

21 5722
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におけるインターネットの利用が解禁になったの
にもかかわらず，2013年もインターネットを『利
用する』人は増えず，逆に2012年に比べて減っ
ている。

インターネットを『利用する』人について，男
女年層別にみると，どの選挙でも一貫して，男
女とも若くなるほど多く，2012年衆院選では男
性の20代と30代で72％に上った（図40）。こ
うした利用の特徴から，若い世代を中心に投
票率を上げるため，インターネット利用に期待
が広がっていた10）。

では，解禁されたネットによる選挙運動は，

実際，どのように活用されたのであろうか。
2013年参院選でNHKは，調査会社の登録

モニターを対象に，投票の前後2回にわたって
同じ人に調査を実施し，ネット選挙運動につい
て質問している。回答数は3,882人だった。こ
の結果から若者の意識を中心にネット選挙運
動についてみる。

投票1週間前に，投票にあたってインターネッ
トによる選挙運動を『（大いに，ある程度）参
考にする』という人は35％だったが，投票後の
調査では，『（大いに，ある程度）参考にした』
人は16％となり，実際に参考にしたのは，選
挙前の半数程度となっている（図41）。

投票後の結果を男女年層別にみると，どの
層でも『参考にしなかった』が多数となるもの
の，男性では若くなるほど『参考にした』人が
多かった。

また，選挙区，比例代表それぞれで投票政
党別に『参考にした』率をみると，選挙区で最
も高いのが自民党とみんなの党，比例で最も
高いのが自民党と日本維新の会となる（図42）。
自民党に関しては，2012年の衆院選後，当時
の安倍総裁が「投票率上昇につながる」「次の

図39　政治情報への接触頻度『利用する』（全体）
　　　『利用する』＝「よく利用する」＋「ときどき利用する」

テレビ

■ 2009年（衆）
■ 2010年（参）
■ 2012年（衆）
■ 2013年（参）
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図40　政治情報への接触頻度－インターネット『利用する』（全体，男女年層別） 
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選挙までにやりたい」と意欲を示していた11）。
民主党は選挙区，比例とも少ない。

調査では投票に「あたって」だけに絞らず，
選挙期間中，どのようなネットのサービスを使っ
たかも尋ねている（図43）。その結果，「候補
者や政党のブログやホームページ」を『（大いに，
ある程度）参考にした』人が13％と，最も多く
なった。「候補者や政党のツイッター，フェイス
ブック，ラインなどのSNS」は7％，「ニコニコ
動画，ユーチューブなどの動画サービス」6％で，

「候補者や政党からの電子メール」は3％と少な
い。

支持政党別に参考の程度に違いが目立つの
が，「ブログやホームページ」と「電子メール」で
ある。「ブログやホームページ」は，公明党支持
者が最も多く，次いで日本維新の会などの政党
の支持者が並んでいるが，その差は5〜10%
程度となっている。一方，電子メールについて
は，公明党が，他の政党を引き離している。
メールの発信には事前にアドレス使用の同意を
得なければならないなどの制限があったが，固
い支持層に支えられた公明党は有効に活用で
きたとみられる。

図41　ネット選挙運動の参考度
　　　（2013年，インターネット調査，男女年層別）

『参考にした』
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図42　ネット選挙運動を参考にした率
　　　（2013年，インターネット調査，投票政党別）
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※実数が100未満の政党は図に掲載していない。
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図43　ネット選挙運動・サービス別『参考にした』率
　　　（2013年，インターネット調査，「いま」の支持政党別）
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候補者や政党へ意見を伝えるために書き込
みや返信をしたかに関しては，いずれのサービ
スについても，「書き込みや返信をしたことはな
い」が91％とほとんどだった。

インターネットによる選挙運動で，「最も印象
が良かった政党」と「最も印象が悪かった政党」
についてもそれぞれ尋ねた（図44）。「最も印象
が良かった政党」の質問で，政党名の回答は少
なく，多かったのは「インターネットによる選挙
運動は見たことがない」で63％，また「印象が
良かった政党はない」が12％で，合わせて

75％となり，インターネットによる選挙運動は
盛り上がりに欠けるものとなったことがうかがえ
る。
「最も印象が良かった政党」にあげられた政

党を合計すると18%となるが，そのうち「自民
党」9％，次いで「日本維新の会」2％となって
いる。民主党は1％未満だった。
「最も印象が悪かった政党」は，｢自民党｣と

「民主党」が4％で並んでいる。
自民党は印象が良かったという人の方が多

かったが，民主党は「最も良かった」が1％とわ
ずかで，印象が悪かったという人の方が多く
なっている。

インターネットによる選挙運動の評価につい
てAからKまでの11項目（図45）を尋ねた。い
ずれも，インターネットによる選挙運動を「利用
したことがない」という人が半数を占めている。

このうち，「A.候補者や政党についての情報
が得やすい」「B.候補者や政党の政策が分かり
やすい」については，ともに「そう思う」「どちら
かといえばそう思う」という肯定的評価の方が
否定的評価より多かった。投票前は情報の内
容について，「E.誹謗中傷など品位に欠ける内
容が目立つ」や ｢F.情報の信ぴょう性が低い｣な
どの懸念が指摘されていたが，これについては
否定する人の方が上回っている。つまり，情報
面ではプラス評価の方が多い。
「C.候補者や政党が身近になる」という点に

ついては，否定的意見が肯定的意見をやや上
回り，「D.候補者や政党が信頼できるようにな
る」は，否定的意見の方がかなり多かった。

さらに，「G.自分たちの意見に関心を持って
もらえる」「H.自分たちの意見が政治に反映され
る」についても，否定的意見の方が肯定的意見

0 4 82 6 10 12 60
（％）

図44　最も印象が良かった政党・悪かった政党
　　　（2013年，インターネット調査）
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を上回る。
ネット選挙運動には投票率アップが期待され

ているが，「I.選挙に関心が持てる」「J.投票す
る候補者や政党を決めるのに役立つ」について
は肯定的意見の方がやや多い。

この2つの回答について男女年層別にみる
と，いずれも男性20代・30代で全体よりも高
くなっている（図46）。また，「そう思う」と「そ
うは思わない」の差でみると，どちらの質問に
ついても男性20代，女性20代から40代で肯
定的意見が否定的意見を大きく上回っている。
このように，ネット選挙運動は若い男性や女性
を中心としてプラスに評価する人が多い。

ネット選挙運動を『参考にした』人は少なかっ
たが，その原因のひとつに，ふだんのインター

ネット利用がある。ネット選挙運動を『参考にし
た』という人が多いのは，ふだん政治情報を得
るのにインターネットを『利用する』人である（図
47）。しかし，この節の冒頭であげたインター
ネットの利用に関する結果（p.160	図39）をみ
ると，2013年の参院選で政治情報を得るため
にインターネットを『利用する』人は2012年衆
院選より減っていた。単に選挙の公示期間中
にネット選挙運動が解禁になれば，自ずと利用
が増えるわけではない。選挙運動でネットを活

図45　ネット選挙運動の個別評価
　　　 （2013年，インターネット調査）

■ そう思う　■ どちらかといえばそう思う　■ どちらかといえばそうは思わない
■ そうは思わない　■ 利用したことがない　■ 回答しない

A．候補者や政党についての
　 情報が得やすい 55％ 4235 6 7

B．候補者や政党の政策が
　 分かりやすい 55 4223 8 8

C．候補者や政党が身近になる 54 4163 10 13

D．候補者や政党が信頼できる
　ようになる 54 481 13 20

E．誹謗中傷など品位に欠ける
　 内容が目だつ 57 5123 14 10

F．情報の信ぴょう性が低い 54 5143 15 10

G．自分たちの意見に関心を
　 持ってもらえる 55 4121 14 14

H．自分たちの意見が政治に
　 反映される 54 4101 15 16

I ．選挙に関心が持てる 52 4203 11 10

J．投票する候補者や政党を
　 決めるのに役立つ 52 4204 10 9

K．ちらしなど，紙が少なくなる 45 42311 8 9

図46　ネット選挙運動の評価
　　　 （2013年，インターネット調査，男女年層別）
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用してもらうためには，政党や候補者が日ごろ
から多くの有権者が接するような魅力的なイン
ターネットサイトを作り上げていくことが課題と
いえよう。

おわりに

4年間で2度にわたる政権交代のあった日
本。その激動期の有権者の意識をみてきた。

今回の調査で，有権者は民主党に政権交代
したことを後悔しているわけではないとわかっ
た。また，有権者の多数は自民党一強の状態
に満足しているわけではなく，依然として政権
交代が可能な2大政党を望んでいた。

自民・公明両党の衆議院の議席が，参院で
否決された法案の再可決に必要な3分の2以上
を占める圧倒的な優勢の中，安倍総理大臣は
2014年11月，任期を2年以上残して衆議院を
解散した。12月に行われた第47回衆議院選挙
の結果，自民党が291議席，公明党が35議席
を獲得し，再び3分の2を上回る圧倒的な勝利
を収めた。一方，野党第1党の民主党は選挙
前より議席を11伸ばしたものの73議席にとど
まり，日本維新の会と結の党が合併して9月に

結成された野党第2の勢力・維新の党も議席
を伸ばすことはできなかった。また，前回衆院
選で非自民の受け皿となったみんなの党は野
党再編を巡って党内が対立し解党したばかり
だった。こうした中で，非自民・非民主の受け
皿となったのが共産党で，8議席から21議席
と大幅に躍進した。

しかし，投票率は52.66％にとどまり，戦後
最低だった前回の59.32％よりさらに低下した。
第Ⅲ章で分析したように，投票の「棄権」とい
う方向に働く有権者の意識は，「政治が変わり
そうにない」「支持政党がない」「支持感をもて
る政党がない」などだった。この選挙で野党は，
有権者の関心を集める政策を生み出せなかっ
たばかりか，準備が足りず候補者も十分に立て
られなかった。こうした中，自民党以外の選択
肢がないと感じ選挙に意義を見いだせなかった
有権者も多かったのであろう。

有権者の望む政権交代が可能な2大政党に
よる政党政治を実現させるためには，野党が互
いに妥協を重ねて離合集散を繰り返すのでは
なく，有権者をひきつける具体的な政策ビジョ
ンを示して自民党に対抗できる勢力を育て上げ
ていかなければならない。

有権者には「長期的な視野に立った政策があ
る」「改革に意欲がある」政党を期待する人が多
く，そうした政党の登場を待望している。

安倍政権は地方創生や女性の活躍などを政
策の柱に掲げているが，年金・社会保障の問
題，集団的自衛権，原発の再稼働，TPP交
渉を巡る問題，消費税率の引き上げなど与野
党が協力して知恵を出し合わなければならない
テーマが山積している。衆参に圧倒的議席数
を誇るとはいえ，戦後最低を更新し続ける投

図47　ネット選挙運動の参考度（2013年，
　　　 インターネット調査，政治情報へのネット利用別）
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票率が象徴するように，有権者が政策に対す
るフリーハンドを自民党に与えたわけではない
のは自明だろう。自民党には慎重に未来を見据
えながら有権者の期待に応える政権運営が求
められている。

（こうの けい）
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注：
1）インターネット調査の概要

2）原美和子，西久美子「政権交代後の有権者の意識
（1）」放送研究と調査2010年4月号
河野啓「政権交代後の有権者の意識（2）」放送研
究と調査2010年5月号
河野啓・関谷道雄「政権交代1年の評価」放送研
究と調査2011年1月号
河野啓・小林利行「再び政権交代を選択した有権
者の意識」放送研究と調査2013年7月号
河野啓・小林利行「自民大勝の背景と有権者の受
け止め方」放送研究と調査2014年1月号

3）総務省自治行政局選挙部管理課「参議院議員通
常選挙結果調」「衆議院議員総選挙・最高裁判所
裁判官国民審査結果調」

4）読売新聞　2012年12月15日朝刊　1面
「政権選択　あす審判　衆院選各党追い込み」

5）読売新聞　2012年12月5日朝刊　1面
「政権枠組み　12党争う」

6）実数を足して％を計算しているので，％を足し上げ
たものと一致しないことがある。

7）読売新聞　2013年5月14日朝刊　4面「従軍慰安
婦『必要だった』」

8）田中愛治他「選挙と政治参加」『政治学』（有斐閣，
2003年）

9）平野浩他「投票行動と政党」『現代の政党と選挙』
（有斐閣アルマ，2011年）

10）西田亮介『ネット選挙　解禁がもたらす日本社会の
変容』（東洋経済新報社，2013年）

11）NHK総合ニュース　2012年12月21日12時放送
「ネット利用の選挙運動　自民総裁　参院選まで
に解禁を　『新経連』と会談」

選挙前 選挙後

調査時期 2013年７月13日（土）13:00
～15日（月）9:00

2013年７月22日（月）13:00
～26日（金）9:00

調査相手
インテージ登録

モニターの全国20歳以上
選挙前の調査で
有効となった人

12,229人 4,271人

調査方法 インターネット画面

抽　　出 性年層10区分割当

有 効 数 4,271人 3,882人

回 答 率 34.9％  

投票日／2013年7月21日


